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表紙*電子提供措置用*

第77回
　

定時株主総会
招 集 ご 通 知
日時

2025年６月27日(金曜日)
午前10時 (受付開始 午前９時15分)

場所

開催場所が昨年と異なりますので、末尾の「株主総
会会場ご案内図」をご参照のうえ、お間違えのない
ようご注意ください。

東京都墨田区錦糸一丁目２番２号
東武ホテルレバント東京 ４階「錦」

　

　

決議事項
第１号議案
剰余金の処分の件
第２号議案
取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名
選任の件
第３号議案
役員賞与支給の件　

証券コード 1736
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経営理念（A案）

「信頼」「進取」「創意」のもと、
快適な建物環境づくりをめざして

私たちは、持続可能な社会に貢献すること
を目指しています。
そのために、以下の3つの価値観を大切に
します。

信頼
～未来を支える共感～

取引先、従業員、地域社会などあらゆる関
係先との誠実なコミュニケーションを通じ
て、ステークホルダーとの信頼関係を築き
ます。
「信頼」は、私たちの事業の基盤であり、
未来を支える共感の源泉です。

進取
～革新的な未来への挑戦～

新たなアイデアや革新的なアプローチを常
に追求します。高い技術力と優れたサービ
スを提供することで、お客様の課題を解決
し、価値を創造します。
「進取」は、私たちの事業の原動力であ
り、革新的な未来への挑戦の姿勢です。

創意
～個々の成長と社会の豊かさの提供～

従業員の新たな創造力を発揮させること
で、会社の成長を実現します。また、会社
の成果を社会に還元することで、ゆとりあ
る生活の実現に貢献します。
「創意」は、私たちの事業の目的であり、個々
の成長と社会の豊かさの提供の手段です。

経営理念

　

　2024年5月、当社は
創業90年を迎え、新た
に 「 長 期 ビ ジ ョ ン
V100」を策定いたし
ました。2034年3月期
を最終年度とし、売上
高450億円、営業利益
45億円、ROE10％以
上の達成を目標に掲
げ、創業100年に向け
た持続的な成長を目指
してまいります。
　また､このビジョンの
実現に向け､2025年3
月に公表した第4次中
期経営計画に基づき､具
体的な事業戦略を着実
に推進してまいります｡
　株主の皆様には今後
とも一層のご指導ご鞭
撻を賜りますようお願
い申し上げます。

株主の皆様へ
　株主の皆様には、平素から格別のご高配を賜り厚く御礼申
し上げます。
　当社は1934年に創業以来、管工機材の専門商社として基
盤を確立し、その後、建物内部の自動制御システムに関する
設計・施工・メンテナンス分野へと事業領域を拡大してまい
りました。今日では、建物の省エネルギー化やスマート化に
対応する技術力を強みに、着実な成長を遂げております。
　近年､建設業界を取り巻く環境は大きく変化しております｡
建物のライフサイクル全体における環境負荷の低減や、建設
業就業者数の減少に伴う人手不足など、持続可能性と効率性
の両立が求められる中、当社はこれらの社会的課題への対応
を重要な経営テーマと位置付け、人的資本の強化と経営体制
の持続的な進化に取り組んでおります。
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招集ご通知

株 主 各 位 証券コード 1736
2025年６月5日

（電子提供措置の開始日　2025年6月2日）
　　　　   東京都江東区東陽二丁目４番２号

　　　　    代表取締役社長　市　原　伸　一

　当社ウェブサイト（https://www.o-tec.co.jp/ir/meeting/）

　（https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show)

第77回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第77回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し上げます。
　本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイトに
「第77回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。

　また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。
　　東京証券取引所ウェブサイト

　上記ウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コードを入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類
／ＰＲ情報」を順に選択のうえ、ご覧ください。

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネット又は書面(郵送)により議決権を行使することがで
きますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、2025年６月26日(木曜日)営業時間終了
の時(午後５時30分)までに議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。

敬　具
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招集ご通知

１. 日　　時 2025年６月27日（金曜日）午前10時 (受付開始 午前９時15分)　
２. 場　　所 東京都墨田区錦糸一丁目２番２号

東武ホテルレバント東京 ４階「錦」
（開催場所が昨年と異なりますので、末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参

照のうえ、お間違えのないようご注意ください。)
３. 目的事項 報告事項　

１. 第77期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）事業報告、連結計算
書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

２. 第77期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）計算書類報告の件

決議事項　
第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件
第３号議案　役員賞与支給の件

４.その他招集
にあたって
の決定事項

１.書面(郵送)により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に賛否の表示が
ない場合は、賛成の表示をされたものとしてお取り扱いさせていただきます。

２.インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権行使
を有効なものとしてお取り扱いいたします。

３.インターネットと書面(郵送)により重複して議決権を行使された場合は、到着日時を問わ
ず、インターネットによる議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。

４.代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代理人と
して株主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要と
なりますのでご了承ください。　

記

以　上

◎電子提供措置事項のうち、以下の事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、株主様に対
して交付する書面には記載しておりません。
・連結計算書類の「連結注記表」
・計算書類の「個別注記表」
なお、監査等委員会及び会計監査人は、上記事項を含む監査対象書類を監査しております。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきます。
◎当日ご出席される株主様は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い

申し上げます。
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議決権行使等についてのご案内

株主総会にご出席される場合
同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
(ご捺印は不要です。)
日　　時

　 2025年６月27日（金曜日）午前10時
インターネットで議決権を行使される場合
次ページの案内に従って、議案の賛否をご入力ください。

行使期限
　

2025年６月26日（木曜日）午後５時30分入力完了分まで

書面で議決権を行使される場合
同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示のうえ、切手を貼らずにご投函ください。
(下記の行使期限までに到着するようご返送ください。)
行使期限

　 2025年６月26日（木曜日）午後５時30分到着分まで

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード
見 本

※議決権行使書用紙はイメージです。

こちらに議案の賛否をご記入ください。
第１・３号議案

■● 賛成の場合 ≫ ｢賛｣ の欄に〇印
■● 反対する場合 ≫ ｢否｣ の欄に〇印

第２号議案
■● 全員賛成の場合 ≫ ｢賛｣ の欄に〇印
■● 全員反対する場合 ≫ ｢否｣ の欄に〇印

■● 一部の候補者に
反対する場合 ≫

｢賛｣ の欄に〇印をし､
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

議決権行使書のご記入方法

・インターネット及び書面（郵送）の両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使として
お取り扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使
としてお取り扱いいたします。

・書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があった
ものとしてお取り扱いいたします。

議決権行使等についてのご案内
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議決権行使等についてのご案内

インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力する
ことなく、議決権行使サイトにログインすることができます。

議決権行使
サイト https://evote.tr.mufg.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。1

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

※‌‌「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本

見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。3

議決権行使サイトにアクセスしてください。1

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワード」
を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 ９:00～21:00）
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剰余金の処分議案

▶▶▶ 株主総会参考書類

第１号議案 剰余金の処分の件

１ 期末配当に関する事項

配当財産の種類 金銭といたします。

配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき 170円
配当総額 　886,763,520円

　

剰余金の配当が効力を生じる日 2025年６月30日

２ その他の剰余金の処分に関する事項

増加する剰余金の項目とその額 別途積立金 1,200,000,000円
　

減少する剰余金の項目とその額 繰越利益剰余金 1,200,000,000円
　

　当社は､株主還元を重要課題の一つと位置付け､経営基盤の強化や利益率の向上に積極的に取り組みます｡また、
将来の事業展開や経営環境の変化に対応しつつ､安定的かつ継続的な配当の実施に努め､ＤＯＥ（株主資本配当率）
3.6％以上の配当を基本方針としております｡
　この方針に基づき､当期の期末配当及びその他の剰余金の処分につきましては､以下の通りとさせていただきたい
と存じます。

当期の期末配当につきましては､１株につき170円とさせていただきたいと存じます｡

(注) 当社は2025年４月１日を効力発生日として普通株式１株につき３株の割合で株式分割を実施しております。当期（第77期）の期
末配当につきましては、配当基準日が2025年３月31日となりますので、当該株式分割実施前の株式数を基準として配当を実施い
たします。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

候補者
番　号 氏　名 現在の当社における

地位及び担当
取締役会
出席回数

1
　

い ち

市
は ら

原 
し ん

伸
い ち

一 再 任
　

代表取締役社長 18回/18回 （100％）

2
　

ひ き

曳
ぬ ま

沼 
ひ ろ

宏
ゆ き

之 再 任
　

専務取締役
管工機材事業部・環境システム事業部統括 18回/18回 （100％）

3
　

や す

安
の

野    
すすむ

進 再 任
　

取締役
管理本部長 18回/18回 （100％）

4
　

ま つ

松
お

尾 
し ん

伸
じ

二 再 任
　

取締役
環境システム事業部長 13回/13回 （100％）

5
　

い

伊
と う

藤 
は る

晴
ふ み

史 再 任
　

取締役
管工機材事業部長 13回/13回 （100％）

　本総会終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）5名全員
は任期満了となります。
　つきましては、指名諮問委員会の答申を踏まえて、取締役５名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、すべての取締役候補者について適任であると判断して
おります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

(注) １. 各候補者と当社との間に、特別の利害関係はありません。
２. 松尾伸二及び伊藤晴史の両氏に関する取締役会出席回数は、2024年６月26日の取締役就任以降に開催された取締役会への出席回数を記

載しております。
３. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結しており、株主や第三者等から損害賠償

請求等を提起された場合において、当社取締役を含む被保険者が負担することとなる損害賠償金・争訟費用等の損害を当該保険契約に
よって塡補することとしております。各候補者が取締役に選任され就任した場合には、当該保険契約の被保険者となります。また、当該
保険契約は次回更新時においても同内容の更新を予定しております。

４. 各取締役候補者の所有する当社の株式の数は、2025年４月１日付で実施した株式分割（１株を３株に分割）前の当期末日時点における
株式数を記載しております。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

候補者
番　号1

い ち

市
は ら

原
 

 
し ん

伸
い ち

一 (1961年４月12日生) 再 任
　　

所有する当社株式数
15,800株
取締役在任年数
14年

　

1980年 ４月 当社 入社
1998年 ４月 当社 システム事業本部東関東支店長
2007年 ４月 当社 システム事業本部東京支店長
2011年 ６月 当社 取締役システム事業本部東京支店長
2013年 ４月 当社 取締役システム事業本部東京支店長兼横浜・東関東地区担当
2014年 ４月 当社 取締役管理本部長
2015年 ４月 当社 取締役管理本部長兼ＯＡ情報部長
2015年 ６月 当社 常務取締役管理本部長兼ＯＡ情報部長
2017年 ４月 当社 常務取締役管理本部長
2017年 ６月 当社 代表取締役社長（現任）

略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況

　
取締役候補者とした理由
市原伸一氏は、2011年から当社の取締役として、また、2017年からは当社の代表取締役社長として、経営の重
要事項の決定及び業務執行の監督に十分な役割を果たしていることから、同氏を引き続き取締役候補者といたし
ました。

候補者
番　号2

ひ き

曳
ぬ ま

沼
 

 
ひ ろ

宏
ゆ き

之 (1961年１月24日生) 再 任
　　

所有する当社株式数
15,700株
取締役在任年数
14年

　

1979年 ４月 当社 入社
2008年 ４月 当社 システム事業本部中部支店長
2011年 ６月 当社 取締役システム事業本部中部支店長
2013年 ４月 当社 取締役システム事業副本部長
2015年 ４月 当社 取締役システム事業本部長兼環境機器事業本部長
2016年 ６月 当社 常務取締役システム事業本部長兼環境機器事業本部長
2017年 ４月 当社 常務取締役管材事業本部・システム事業本部統括
2018年 ６月 当社 専務取締役管材事業本部・システム事業本部統括
2019年 ４月 当社 専務取締役管工機材事業部・環境システム事業部統括（現任）

略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況

　
取締役候補者とした理由
曳沼宏之氏は、当社の環境システム事業部門における豊富な経験と実績に加え、2011年から当社の取締役とし
て経営に携わり、2017年からは管工機材事業部門を統括し、高い見識と能力を有していることから、同氏を引
き続き取締役候補者といたしました。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

候補者
番　号3

や す

安
の

野
 

 
 

　
す す む

進 (1966年10月16日生) 再 任
　　

所有する当社株式数
2,900株
取締役在任年数
５年

　

1990年４ 月 株式会社北海道拓殖銀行　入行
1998年４ 月 当社 入社
2008年４ 月 当社 経理部長
2017年６ 月 当社 管理本部長兼経理部長
2018年７ 月 当社 執行役員管理本部長兼経理部長
2020年６ 月 当社 取締役管理本部長兼経理部長
2021年４ 月 当社 取締役管理本部長（現任）

略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況

　
取締役候補者とした理由
安野進氏は、当社の経理部門における豊富な経験と実績に加え、2017年からは管理本部長として企業の管理業
務全般に、2020年からは当社の取締役として経営に携わり、高い見識と能力を有していることから、同氏を引
き続き取締役候補者といたしました。

候補者
番　号4

ま つ

松
お

尾
 

 
し ん

伸
じ

二 (1964年6月3日生) 再 任
　　

所有する当社株式数
10,400株
取締役在任年数
１年

　

1987年４ 月 当社 入社
2017年４ 月 当社 システム事業本部東北支店長
2021年４ 月 当社 環境システム事業部東京支店長
2023年 4 月 当社 執行役員環境システム副事業部長
2024年４ 月 当社 執行役員環境システム事業部長
2024年６ 月 当社 取締役環境システム事業部長（現任）

略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況

　

取締役候補者とした理由
松尾伸二氏は、当社の環境システム事業部門における豊富な経験と実績に加え、2024年から当社の取締役とし
て経営に携わり、高い見識と能力を有していることから、同氏を引き続き取締役候補者といたしました。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

候補者
番　号5

い

伊
と う

藤
 

 
は る

晴
ふ み

史 (1964年4月28日生) 再 任
　　

所有する当社株式数
2,900株
取締役在任年数
１年

　

1988年４ 月 当社 入社
2008年４ 月 当社 管材事業本部札幌支店長
2016年 4 月 当社 管材事業本部東京支店長
2019年４ 月 当社 管工機材事業部長
2023年 4 月 当社 執行役員管工機材事業部長
2024年５ 月 株式会社三雄商会　代表取締役社長（現任）
2024年 6 月 当社 取締役管工機材事業部長（現任）

略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況

　

取締役候補者とした理由
伊藤晴史氏は、当社の管工機材事業部門における豊富な経験と実績に加え、2024年から当社の取締役として経
営に携わり、高い見識と能力を有していることから、同氏を引き続き取締役候補者といたしました。
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〈ご参考〉経営体制

氏　名 当社における
地位及び担当 性別

指名
諮問

委員会

報酬
諮問

委員会

当社が取締役候補者に期待する分野

経営 財務
会計

リスク
コンプラ
イアンス

法務
人事
労務

営業
マーケ

ティング
技術 ＩＴ

デジタル
環境
社会

い ち

市
は ら

原 
し ん

伸
い ち

一 代表取締役社長 男性 ● ● ● ● ● ●

ひ き

曳
ぬ ま

沼 
ひ ろ

宏
ゆ き

之
専務取締役
管工機材事業部・
環境システム事業
部統括

男性 ● ● ● ● ●

や す

安
の

野    
すす む

進 取締役
管理本部長 男性 ● ● ● ●

ま つ

松
お

尾 
し ん

伸
じ

二
取締役
環境システム事業
部長

男性 ● ● ●

い

伊
と う

藤 
は る

晴
ふ み

史 取締役
管工機材事業部長 男性 ● ● ●

ふ じ

藤
わ ら

藁 
た か

貴
お

夫 取締役
常勤監査等委員 男性 ●

(委員長)
●

(委員長)
● ● ●

社 外 　
さ か

酒
い

井 
ま さ

昌
ひ ろ

弘 取締役
監査等委員 男性 ● ● ● ●

社 外　 独立役員　
こ

小
い け

池 
の り

德
こ

子 取締役
監査等委員 女性 ● ● ● ●

社 外　 独立役員　

〈ご参考〉第２号議案が承認されたのちの経営体制（予定）

(注) 上記一覧表は、各氏が有するすべての専門性と経験を表すものではなく、各氏の経験等を踏まえて特に専門性を発揮することが期待される分野
を記載しております。
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役員賞与支給議案

第３号議案 役員賞与支給の件

　当事業年度末時点の取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）5名に対し、
当事業年度の業績等を勘案し、総額130,000千円の役員賞与を支給させていただきたいと存じます。
　本議案は、会社業績や各取締役の担当部門の実績等を総合的に勘案しつつ、報酬諮問委員会の答申を踏まえて
取締役会で決定しており、相当であると判断しております。
　また、監査等委員会は、取締役の役員賞与に関して、当事業年度における業務執行状況及び業績等を評価した
うえで、相当であると判断しております。
　なお、各取締役に対する金額につきましては、取締役会にご一任願いたいと存じます。

以　　上

12



2025/05/29 16:36:36 / 24177989_株式会社オーテック_招集通知_電子提供措置用

事業の経過及びその成果

▶▶▶ 事業報告 (2024年4月1日から2025年3月31日まで)

1
　
企業集団の現況に関する事項

売上高 営業利益 経常利益 親会社株主に帰属する当期純利益

31,424 百万円 4,024 百万円 4,222 百万円 2,874 百万円
前連結会計年度比7.0％増 前連結会計年度比98.6％増 前連結会計年度比94.2％増 前連結会計年度比107.3％増

(1) 事業の経過及びその成果
全般的概況
　当連結会計年度における我が国経済は、雇用・所得環境の改善に支えられ、緩やかな回復基調が続きました。一
方で、物価上昇の継続や米国の政策動向による影響も懸念され、先行きの不透明な状況で推移いたしました。
　当社グループの事業に関連する建設業界は、企業収益の改善を背景に省力化・デジタル化に向けた設備投資など
が維持される一方、建設資材価格や労務単価の上昇、労働力不足に課題がみられる状況です。
　このような経済環境下にありまして、当社グループは、第75期から第77期（2023年３月期から2025年３月
期）にわたる第３次中期経営計画において、「売上高300億円・営業利益30億円・ROE8.0％以上」という経営数
値目標の達成を目指し、「経営基盤の充実」「事業基盤の成長」「エンゲージメントの向上」を基本戦略に掲げ、取
り組みを進めてまいりました。
　環境システム事業につきましては、都市再開発プロジェクトや工場設備投資の獲得、建物のCO2排出量削減に貢
献する省エネルギー提案とメンテナンスの提供に努めてまいりました。
　管工機材事業につきましては、商品販売サイト『Ｏ/tegaru（おてがる）』の機能充実による卸販売の拡大と、効
率配送による物流コストの低減に努めてまいりました。
　この結果、当連結会計年度の売上高は314億24百万円（前連結会計年度比7.0％増）となりました。また、利益
につきましては、売上総利益率の改善に伴い、営業利益は40億24百万円（同98.6％増）、経常利益は42億22百
万円（同94.2％増）となり、親会社株主に帰属する当期純利益は28億74百万円（同107.3％増）となりました。
なお、ROEは13.6％となり、第３次中期経営計画に掲げたすべての経営数値目標を達成しております。
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企業集団の財産及び損益の状況

第74期

25,410

第75期

26,138

第76期

29,374

第77期

31,424
売上高（単位：百万円）

第74期

1,923
2,027

第75期

1,953
2,038

第76期

2,026
2,173

第77期

4,024

4,222
営業利益　経常利益（単位：百万円）

第74期

1,349

第75期

1,246

第76期

1,386

第77期

2,874
親会社株主に帰属する当期純利益（単位：百万円）

第74期

85.71

第75期

79.59

第76期

90.41

第77期

186.10
１株当たり当期純利益（単位：円）

第74期

26,767

17,863

第75期

28,339

18,479

第76期

31,797

20,255

第77期

34,671

22,902

総資産　純資産（単位：百万円）

第74期

1,109.25

第75期

1,176.76

第76期

1,290.01

第77期

1,444.28
１株当たり純資産額（単位：円）

区　　分 第 74 期
(2022年３月期)

第 75 期
(2023年３月期)

第 76 期
(2024年３月期)

第 77 期
(2025年３月期)

（当連結会計年度）
売上高 25,410 26,138 29,374 31,424
営業利益 1,923 1,953 2,026 4,024
経常利益 2,027 2,038 2,173 4,222
親会社株主に帰属する
当期純利益 1,349 1,246 1,386 2,874
１株当たり当期純利益 85円71銭 79円59銭 90円41銭 186円10銭
総資産 26,767 28,339 31,797 34,671
純資産 17,863 18,479 20,255 22,902
１株当たり純資産額 1,109円25銭 1,176円76銭 1,290円01銭 1,444円28銭

(2) 企業集団の財産及び損益の状況

（単位：百万円）

(注) １. １株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額は、表示単位未満の端数を四捨五入して表示しております。
２. １株当たり当期純利益は自己株式数控除後の期中平均株式数に基づき、１株当たり純資産額は自己株式数控除後の期末発行済株式数に基

づき、それぞれ算出しております。なお、自己株式には、「株式給付信託（ＢＢＴ）」及び「株式付与ＥＳＯＰ信託」導入において設定
した、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）並びに日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式付与ＥＳＯＰ信託口・76717口）
保有の当社株式を含めております。なお、「株式付与ＥＳＯＰ信託」は2024年７月に終了いたしました。

３. 2025年４月１日を効力発生日として、普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。これに伴い、第74期の期首に当該
株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額を算定しております。
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セグメント

環境システム事業

売上高構成比

63.6％

売上高構成比

13,998

第74期

14,637

第75期

16,595

第76期

19,992

第77期

売上高（単位：百万円）

　

　当事業は、建物の頭脳と神経系統をつか
さどる自動制御システムの設計・施工・
メンテナンス及び環境関連機器の販売を
行っております。建物の住環境の快適性
を確保するとともに、運用管理の省力化・
省エネルギー化に貢献しております。

▶第77期の業績
　環境システム事業につきましては、都市再開発プロジェクトや工場設備投資
の獲得、建物のCO2排出量削減に貢献する省エネルギー提案とメンテナンスの
提供に努めてまいりました。この結果、新設工事及び既設工事の完成工事高が
増加したことから、売上高は199億92百万円（前連結会計年度比20.5％増）と
なりました。

管工機材事業

売上高構成比

36.4％

売上高構成比

11,412

第74期

11,500

第75期

12,778

第76期

11,431

第77期

売上高（単位：百万円）

　

　当事業は、建物のライフラインを担う
衛生陶器・住設機器・産業機器並びに各種
の継手・バルブ・鋼管など管工機材を設備
工事会社や二次卸売会社に販売しており
ます。オフィスビル、工場、住宅など様々
な建物に関わる商品を提供しております。

▶第77期の業績
　管工機材事業につきましては、商品販売サイト『Ｏ/tegaru（おてが
る）』の機能充実による卸販売の拡大と、効率配送による物流コストの
低減に努めてまいりましたが、売上高は114億31百万円（前連結会計年
度比10.5％減）となりました。

セグメント情報
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設備投資の状況、資金調達の状況、重要な子会社等の状況

(3) 設備投資の状況
　 当連結会計年度における主要設備の新設、除却等はありません。

(4) 資金調達の状況
　 当連結会計年度において、新株式発行、社債発行及び重要な長期借入れによる資金調達はありません。

会社名 資本金 議決権比率 主要な事業内容

株式会社道東オーテック 27百万円 54.0％ 自動制御計装工事及び管工機
材・機器類の販売

株式会社オーテック環境 26百万円 100.0％ 産業機械の販売及び計測機器
の製造・販売

株式会社インターセントラル 153百万円 100.0％
放射冷暖房システムの設計施
工及び各種電気暖房機器の製
造販売

会社名 資本金 議決権被所有比率

日本継手株式会社 99百万円 20.0％

(5) 重要な子会社等の状況
①　重要な子会社の状況（2025年３月31日現在）

②　その他
その他の関係会社の状況

(注) 日本継手株式会社は、所有している当社の株式1,046千株を株式会社りそな銀行に退職給付信託として拠出しており、株式会社り
そな銀行は、株式会社日本カストディ銀行に再信託しております。信託契約上、議決権の行使については、日本継手株式会社が指
図権を留保しております。なお、当社は2025年４月１日付で、普通株式１株につき３株の割合で株式分割を実施しておりますが、
上記の所有株式数は株式分割前の数値を表示しております。
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対処すべき課題

第４次中期経営計画と実績値推移

(6) 対処すべき課題
　今後の経済の見通しにつきましては、引続き緩やかな回復基調で推移することが期待されますが、米国関税の引
き上げに伴う企業収益の悪化等、景気の下押し懸念が残る状況です。
　当社グループの事業に関連する建設業界では、大型再開発案件の継続や製造業における省力化・能力増強投資な
ど、設備投資需要は底堅い推移が期待されます。しかしながら、建設資材価格の高止まりや慢性的な技能労働者不
足は依然として深刻であり、厳しい経営環境は続くものと思われます。
　このような状況のもとで、当社グループは、第78期から第80期（2026年３月期から2028年３月期）にわたる
第４次中期経営計画を策定し、以下の施策を実施することで、第80期の経営数値目標である「売上高340億円・
営業利益37億円・ROE10.0％以上」の経営数値目標の達成を目指してまいります。
　環境システム事業におきましては、施工物件データの活用による提案力の強化、現場技術者を支援する体制の整
備、ＤＸ推進による業務効率化を通じて、競争力のある体制の構築に努めてまいります。
　管工機材事業におきましては、販売基幹システム及び商品販売サイト『Ｏ/tegaru（おてがる）』の機能充実を
通じて、受発注管理・在庫管理・顧客対応の業務効率化を図り、より付加価値の高いサービスを提供できる体制の
整備を進め、販売力の強化に努めてまいります。
　なお、新たに策定した第４次中期経営計画と実績値推移については、以下のグラフをご参照ください。
　株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

第71期

23,844
27,225

23,458 25,410 26,138
29,374 31,424 31,000

34,000

1,755 2,297 1,993 1,923 1,953 2,026
4,024 3,300 3,700

第72期 第73期 第74期 第75期 第76期 第77期 第78期 第79期 第80期

8.5％
11.0％

8.3％ 7.9％ 7.0％ 7.3％

13.6% 10.0％以上を継続

第２次中期経営計画 第３次中期経営計画 第４次中期経営計画
（目標）（予想）（予想）

売上高（百万円）
営業利益（百万円）

ROE
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対処すべき課題

⻑期ビジョンV100の策定

　当社は、創業100年に向けた持続的成⻑を目指すため、第77期から第86期（2025年３月期から2034年３月
期）までの10年間を対象とした「⻑期ビジョンV100」を策定し、「売上高450億円・営業利益45億円・
ROE10％以上」の経営数値目標を設定しております。このビジョンの実現に向け第４次中期経営計画に基づき、
具体的な事業戦略を着実に実施してまいります。詳細につきましては、以下のURLをご参照ください。
（https://www.o-tec.co.jp/ir/plan/）
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主要な事業内容、企業集団の主要な拠点等

事業区分 主要製品

環境システム事業 計装工事、電気工事、メンテナンス工事、自動制御機器、環境関連機器

管工機材事業 衛生陶器、住設機器、冷暖房機器、産業機器、継手、バルブ、鋼管

(7) 主要な事業内容（2025年３月31日現在）

■本社
東京都江東区東陽二丁目４番２号

■環境システム事業
北海道支店　　東北支店
北関東支店　　東関東支店
東京支店　　　横浜支店
中部支店
帯広営業所　　旭川営業所
苫小牧営業所　秋田営業所
盛岡営業所　　郡山営業所
埼玉営業所　　千葉営業所
多摩営業所　　岐阜営業所
飛騨営業所　　浜松営業所
三重営業所

■管工機材事業
札幌支店　　　東京支店
大阪支店
仙台営業所　　名古屋営業所
　

●子会社
フルノ電気工業㈱（北海道留萌市）
㈱道東オーテック（北海道帯広市）
㈱オーテックサービス北海道（北海道札幌市）
㈱三雄商会（北海道苫小牧市）
㈱オーテックサービス東北（宮城県仙台市）
㈱オーテックサービス北関東（群馬県高崎市）
㈱オーテック環境（東京都墨田区）
㈱インターセントラル（東京都中央区）
㈱九州オーテック（福岡県福岡市）

◆関連会社
㈱大和バルブ（東京都品川区）
　

(8) 企業集団の主要な拠点等（2025年３月31日現在）
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従業員の状況、主要な借入先及び借入額、その他企業集団の現況に関する重要な事項

事業区分 従業員数 前連結会計年度末比増減

環境システム事業 376名 14名増

管工機材事業 111名 ６名減

全社（共通） 43名 ４名増

合計 530名 12名増

従業員数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

406名 15名増 41.6歳 16.0年

(9) 従業員の状況（2025年３月31日現在）
①　企業集団の従業員の状況

(注) １. 従業員数は就業人員（執行役員及び定年後再雇用者を含み、常用パートを除いております。）であり、臨時雇用者数（常用パートを
含み、人材派遣会社からの派遣社員は除いております。）の総数は、従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しており
ます。

２. 全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

②　当社の従業員の状況

(注) 従業員数は就業人員（他社から当社への出向者、執行役員及び定年後再雇用者を含み、当社から他社への出向者及び常用パートを除いて
おります。）であり、臨時雇用者数（常用パートを含み、人材派遣会社からの派遣社員は除いております。）の総数は、従業員数の100
分の10未満であるため記載を省略しております。

借入先 借入額（百万円）

株式会社みずほ銀行 425

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 400

株式会社三井住友銀行 100

株式会社群馬銀行 100

(10) 主要な借入先及び借入額（2025年３月31日現在）

(注) 企業集団の主要な借入先として、当社の主要な借入先の状況を記載しております。

(11) その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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株式の状況

2
　
会社の現況

所有者別
分布状況

その他法人
31.0%

外国法人等
0.2% 

金融機関・
証券会社
24.9%

自己株式
8.5% 

個人・その他
35.4%

(1) 株式の状況（2025年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 16,000千株
②　発行済株式の総数 5,700千株
③　株主数 1,360名
④　大株主（上位11名）

株主名 持株数（千株） 持株比率（％）

株式会社日本カストディ銀行（りそな銀行再信託分・日本継手株式会社退職給付信託口） 1,046 20.05

光通信株式会社 398 7.64

株式会社ＵＨ　Ｐａｒｔｎｅｒｓ　２ 390 7.48

オーテック従業員持株会 296 5.68

オーテック共栄会 282 5.41

アズビル株式会社 250 4.79

株式会社ＵＨ　Ｐａｒｔｎｅｒｓ　３ 195 3.75

株式会社FMバルブ製作所 142 2.72

株式会社みずほ銀行 135 2.58

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 120 2.30

株式会社大和バルブ 120 2.30
(注) １. 当社は自己株式を483千株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

２. 当社は取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対する株式報酬制度「株式給付信託（ＢＢＴ）」を導入してお
り、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が当社株式26千株を保有しております。なお、株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ
口）が保有する当社株式については、自己株式に含めておりません。

３. 持株比率は自己株式を控除して計算し、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
４. 株式会社日本カストディ銀行（りそな銀行再信託分・日本継手株式会社退職給付信託口）は、日本継手株式会社が所有する持株数

1,046千株を株式会社りそな銀行へ委託した信託財産であります。信託契約上、議決権の行使については、日本継手株式会社が指図
権を留保しております。
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株式の状況

区　　分 株式数 交付対象者数

取締役（監査等委員である取締役を除く） 1,596株 １名

⑤　当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況
当事業年度中に給付した株式報酬の内容は次の通りです。
・業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（ＢＢＴ）」に基づき設定される信託を通じて、当社の役員の
退任に伴い給付した株式

取締役、その他の役員に交付した株式の区分別合計

⑥　その他株式に関する重要な事項
イ．株式給付信託（ＢＢＴ）
　当社は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬と当社の業績及び株式価値との連動性をよ
り明確にし、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、業績連
動型株式報酬制度「株式給付信託（ＢＢＴ）」を導入しております。
　本制度は、予め当社が定めた役員株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした当社の取締役（監査等
委員である取締役を除く。）に対し、その退任後に当社株式を給付する仕組みであります。当該株式につ
いては、予め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託財産として分別管理しております。

ロ．株式付与ＥＳＯＰ信託
　当社は、当社従業員に対して当社株式を交付することにより、従業員の帰属意識の醸成と経営参画意識
を持たせ、従業員の長期的な業績向上や株価上昇に対する意欲や士気の高揚を図るとともに、中長期的な
企業価値向上を図ることを目的として、従業員インセンティブ・プラン「株式付与ＥＳＯＰ信託」を導入
しております。
　本制度は、予め当社が定めた株式交付規程に基づき、一定の要件を満たした従業員に対し当社株式を交
付する仕組みであります。当社株式については、予め信託設定した金銭により将来分も含め取得し、信託
財産として分別管理しております。
　なお、「株式付与ＥＳＯＰ信託」は2024年７月に終了いたしました。

ハ．株式分割
　当社は2025年4月1日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を実施しております。これによ
り、発行可能株式総数は48,000千株に、また、発行済株式の総数は17,100千株にそれぞれ増加しており
ます。
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会社役員の状況

会社における地位 氏　　名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 市　原　伸　一

専務取締役 曳　沼　宏　之 管工機材事業部・環境システム事業部統括

取締役 安　野　　　進 管理本部長

取締役 松　尾　伸　二 環境システム事業部長

取締役 伊　藤　晴　史 管工機材事業部長
株式会社三雄商会　代表取締役社長

取締役（常勤監査等委員） 藤　藁　貴　夫

取締役（監査等委員） 酒　井　昌　弘
鍛治・酒井法律事務所　共同代表
八州総合興産株式会社　代表取締役
株式会社セブンシーズインベストメント　代表取締役

取締役（監査等委員） 小　池　德　子
公認会計士小池事務所　代表
株式会社マツキヨココカラ＆カンパニー　社外監査役
ヒューリック株式会社　社外監査役

氏　　名 退任日 退任事由 退任時の地位・担当及び重要な兼職の状況

原　田　和　彦 2024年６月26日 任期満了 取締役環境システム事業担当

山　田　仁　美 2024年６月26日 任期満了

取締役（監査等委員）
山田仁美公認会計士事務所代表
株式会社オーハシテクニカ　社外取締役（監査等委員）
株式会社東日本銀行　社外監査役
株式会社横浜銀行　社外監査役

(2) 会社役員の状況
①　取締役の状況（2025年３月31日現在）

(注) １. 監査等委員である取締役藤藁貴夫、酒井昌弘及び小池德子の３氏は社外取締役であります。
２. 監査等委員である取締役酒井昌弘氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務に関する相当程度の知見を有しております。
３. 監査等委員である取締役小池德子氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
４. 情報収集の充実を図り、内部監査部門等との十分な連携を通じて監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するために、藤藁貴夫

氏を常勤の監査等委員である取締役として選定しております。
５. 当社は、監査等委員である取締役酒井昌弘及び小池德子の両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に

届け出ております。

②　事業年度中に退任した取締役

③　責任限定契約の内容の概要
　当社と各監査等委員である取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害
賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。
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会社役員の状況

④　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており
ます。当該保険契約の被保険者の範囲は当社及び子会社の取締役及び監査役であり、被保険者は保険料を負
担しておりません。当該保険契約により、株主や第三者等から損害賠償請求を提起された場合において、被
保険者が負担することになる損害賠償金・争訟費用等の損害を当該保険契約によって塡補することとしてお
ります。

⑤　取締役の報酬等
イ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社は、取締役会の決議により、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を定めております。
　また、取締役会は、当事業年度に係る取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等に
ついて、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合し
ていることや、報酬諮問委員会からの答申が尊重されていることを確認しており、当該決定方針に沿うも
のであると判断しております。
　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりであります。
ａ．基本方針
　当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう基
本報酬に業績連動報酬を組み合わせた報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては、会社の業
態、世間水準及び従業員給与とのバランスを踏まえた適正な水準とすることを基本方針とする。
　具体的には、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬は、固定報酬としての基本報酬、短
期の業績連動報酬としての賞与、中長期の業績連動報酬としての株式報酬制度「株式給付信託（ＢＢ
Ｔ）」により構成し、監督機能を担う監査等委員である取締役の報酬については、その職務に鑑み、基
本報酬のみを支払う。

ｂ．基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期又は条件の決
定に関する方針を含む。）

　当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、株主総会決議で定めた報酬限度額の範囲内で取締
役会の委任を受けた代表取締役社長が、役位に応じて総合的に勘案し、決定する。
　なお、使用人兼務取締役の使用人分給与相当額は、上記の報酬限度額に含めない。
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ｃ．業績連動報酬等並びに非金銭報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方針（報酬等を与
える時期又は条件の決定に関する方針を含む。）

　業績連動報酬等は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため業績指標を反映した現金報酬
とし、親会社株主に帰属する当期純利益の目標値に対する達成度合いに応じて算出された額を賞与とし
て毎年、一定の時期に支給する。目標となる業績指標とその値は、中期経営計画と整合するよう計画策
定時に設定し、適宜、環境の変化に応じて見直しを行う。
　非金銭報酬等は、中長期的な企業価値向上との連動性を強化した報酬構成とするため株式報酬制度と
し、中期経営計画の連結売上高、連結営業利益及び連結ＲＯＥの目標値に対する達成度合いに応じて算
出されたポイントを毎年、一定の時期に付与する。取締役（監査等委員である取締役を除く。）の退任
時に付与した累計ポイントに相当する自社株式の給付を行う。

ｄ．金銭報酬の額、業績連動報酬等の額又は非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割
合の決定に関する方針

　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の種類別の報酬割合については、当社と同程度の事業規
模や関連する業種・業態に属する企業の報酬水準を踏まえ、上位の役位ほど業績連動報酬のウェイトが
高まる構成とし、報酬諮問委員会において検討を行う。取締役会は報酬諮問委員会の答申内容を尊重
し、当該答申で示された種類別の報酬割合の範囲で取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人
別の報酬等の内容を決定する。
　なお、基本報酬と株式報酬制度の割合については、役員株式給付規程の業績連動指標を設定する際
に、報酬諮問委員会の答申を受けて適切に見直す。

ｅ．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
　個人別の報酬額は、役員報酬・賞与・退職慰労金等に関する内規に基づき、代表取締役社長がその具
体的内容について取締役会の委任を受けるものとし、その権限の内容は、各取締役（監査等委員である
取締役を除く。）の基本報酬の額及び各取締役（監査等委員である取締役を除く。）の業務担当事業の
業績を踏まえた賞与の評価配分とする。取締役会は、当該権限が代表取締役社長によって適切に行使さ
れるよう、報酬諮問委員会に原案を諮問し答申を得るものとし、上記の委任を受けた代表取締役社長
は、当該答申の内容を参照しつつ、決定する。
　なお、株式報酬制度は、報酬諮問委員会の答申を踏まえ、取締役会で制定する役員株式給付規程に基
づき、取締役（監査等委員である取締役を除く。）個人に対する給付株式数を決定する。
　また、監査等委員である取締役については、監査等委員である取締役の協議により決定する。
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区　　分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる役員
の員数（名）基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取締役（監査等委員を除く）
（うち社外取締役）

238
(－)

90
(－)

130
(－)

18
(－)

6
(－)

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

29
(29)

29
(29)

－
(－)

－
(－)

4
(4)

合　　　計
（うち社外取締役）

268
(29)

119
(29)

130
(－)

18
(－)

10
(4)

ロ．当事業年度に係る報酬等の総額

(注) １. 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２. 業績連動報酬等にかかる業績指標は親会社株主に帰属する当期純利益であり、その実績は2,874百万円であります。各取締役（監

査等委員である取締役を除く。）の業績連動報酬は、親会社株主に帰属する当期純利益の目標値に対する達成度合いに応じて算出
しております。当該指標を選択する理由は当該年度の最終的な業績を示した数値であり、業績報酬基準として最も合理的と考える
ためであります。

３．非金銭報酬等については、業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（ＢＢＴ）」を導入しており、割当ての際の条件等は「イ．役
員報酬等の内容の決定に関する方針等」のとおりであります。非金銭報酬等にかかる業績指標は、連結売上高、連結営業利益及び
連結ＲＯＥであり、その実績は、連結売上高は31,424百万円、連結営業利益は4,024百万円、連結ＲＯＥは13.6％であります。
当該指標を選択する理由は連結売上高、連結営業利益及び連結ＲＯＥは中期経営計画の経営数値目標として設定されており、中期
経営計画の達成状況が直接評価できるためであります。また、当事業年度における交付状況は「２(1)⑤　当事業年度中に職務執
行の対価として会社役員に交付した株式の状況」に記載しております。

４．非金銭報酬等の金額は、業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（ＢＢＴ）」として、当事業年度に計上した役員株式給付引当金
繰入額を記載しております。

５. 取締役の報酬限度額は、2016年６月28日開催の第68回定時株主総会において、取締役（監査等委員である取締役を除く。）に
ついて年額180百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）、監査等委員である取締役について年額35百万円以内と決議
いただいております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は６名、監査等委員である取締
役の員数は４名であります。また、金銭報酬とは別枠で、2021年６月29日開催の第73回定時株主総会において取締役（監査等
委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対して、業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（ＢＢＴ）」の導入を決議いただ
いており、同制度における役員株式給付規程に基づき４事業年度分として72百万円を信託に拠出しております。当該株主総会終
結時点の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）の員数は５名であります。

６. 報酬等の総額には、以下のものも含まれております。
・2025年６月27日開催の第77回定時株主総会において付議いたします役員賞与
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）　５名　130百万円

７. 取締役会は、代表取締役社長市原伸一に対し各取締役（監査等委員である取締役を除く。）の基本報酬の額及び各取締役（監査等
委員である取締役を除く。）の担当部門の業績等を踏まえた賞与の評価配分の決定を委任しております。委任した理由は、当社全
体の業績等を勘案しつつ各取締役（監査等委員である取締役を除く。）の担当部門について評価を行うには代表取締役社長が適し
ていると判断したためであります。なお、委任された内容の決定にあたっては、事前に報酬諮問委員会がその妥当性について確認
しております。

ハ．当事業年度に支払った役員退職慰労金
　該当事項はありません。
　なお、当社は、2013年６月25日開催の第65回定時株主総会終結の時をもって取締役及び監査役の役員
退職慰労金制度を廃止し、同株主総会終結後引き続いて在任する取締役及び監査役に対しては、役員退職
慰労金制度廃止までの在任期間に対応する役員退職慰労金を各氏の退任時に贈呈することを決議いたして
おります。
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区　　分 氏　　名 主な活動状況

取締役
（常勤監査等委員） 藤　藁　貴　夫

当事業年度に開催された取締役会18回及び監査等委員会13回のすべてに出
席いたしました。
当社の関係会社である日本継手株式会社にて培った経験と実績、同社子会
社において代表取締役社長として経営に携わった幅広い知識と見識に基づ
き、取締役会において議案審議等に必要な発言を適宜行っており、経営の
監督と経営全般に対する助言など社外取締役に求められる役割・責務を十
分に発揮しております。その他に常勤の取締役、執行役員及び事業部長で
構成されている経営会議の出席、監査室が実施する内部監査に同行してお
ります。また、指名諮問委員会・報酬諮問委員会の委員長として、当事業
年度に開催された指名諮問委員会４回及び報酬諮問委員会７回のすべてに
出席し、客観的・中立的立場で当社の役員候補者の選定や役員報酬等の決
定過程における監督機能を主導しております。

取締役
（監査等委員） 酒　井　昌　弘

当事業年度に開催された取締役会18回のうち17回及び13回開催された監
査等委員会のすべてに出席いたしました。
主に弁護士としての専門的見地及び他社の企業経営の経験に基づき、取締
役会においては企業法務に精通した監督・助言を行うなど、意思決定の妥
当性・適正性を確保するための発言を適宜行っており、監査等委員会にお
いては当社のコンプライアンス体制について必要な発言を行っておりま
す。また、指名諮問委員会の委員として、当事業年度に開催された指名諮
問委員会４回のすべてに出席し、客観的・中立的立場で当社の役員候補者
の選定過程における監督機能を担っております。

取締役
（監査等委員） 小　池　德　子

2024年６月26日就任以降に開催された取締役会13回のうち12回及び10
回開催された監査等委員会のうち９回に出席いたしました。
主に公認会計士としての専門的見地及び当社の会計監査人以外の監査法人
出身者として独立した立場から、取締役会において有益な助言・提言を行
い、適切な監査の実施、監査意見の形成に必要な発言を行っております。
また、報酬諮問委員会の委員として、就任以降に開催された報酬諮問委員
会４回のすべてに出席し、客観的・中立的立場で当社の役員報酬等の決定
過程における監督機能を担っております。

⑥　社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該法人等との関係
・監査等委員である取締役酒井昌弘氏は、鍛治・酒井法律事務所共同代表、八州総合興産株式会社代表取
締役及び株式会社セブンシーズインベストメント代表取締役であります。当社と兼職先との間には特別
の関係はありません。

・監査等委員である取締役小池德子氏は、公認会計士小池事務所代表、株式会社マツキヨココカラ＆カン
パニー社外監査役、ヒューリック株式会社社外監査役であります。当社と兼職先との間に特別の関係は
ありません。

ロ．当事業年度における主な活動状況
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イ．当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 40百万円
ロ．当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 40百万円

(3) 会計監査人の状況
①　会計監査人の名称

　・EY新日本有限責任監査法人
②　会計監査人に対する報酬等

(注) １. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法上の会計監査に対する報酬等の額と金融商品取引法上の監査に対する
報酬等の額を区分していないため、上記イ．の金額には、これらの合計額を記載しております。

２. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠などが適切であるかど
うかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等について同意の判断をいたしました。

③　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある等、その必要があると判断した場合は、株主総会
に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場
合は、監査等委員である取締役全員の同意に基づき、会計監査人を解任します。この場合、監査等委員会が
選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の
理由を報告いたします。

(4) 業務の適正を確保するための体制
　当社は、業務の適正を確保するための体制を整備するため「内部統制システム構築に関する基本方針｣を決議い
たしております。内容は以下のとおり定めております。

① 当企業集団の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
イ. 当企業集団は、役職員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため、「オーテックグル

ープ役職員行動規範」に従い行動する。
ロ. 当社は、管理担当役員を委員長とする倫理委員会において、役職員の日常の行動が法令・定款、社内規

程、企業倫理等の社会的規範を遵守し、適切に行われているか検証する。また、役職員に対する企業倫
理及び法令遵守意識の啓蒙と違法行為の防止及びコンプライアンス活動の推進を実施する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務の執行に係る情報については、株主総会議事録、取締役会議事録等の法定の文書のほか、経
営会議議事録等の職務の執行に係る文書を、社内規程に従い適切に保存し、管理する。

③ 当企業集団の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ. 当社は、事業上のリスクについて、所定の社内規程及び通達に従い、迅速かつ適切な情報伝達と管理を
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行う。また、想定される様々なリスクに対応するため「リスク管理規程」に基づき、リスク管理体制を
強化する。

ロ. 当社は、「関係会社管理規程」に基づき子会社に取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用
人を派遣し、経営内容を的確に把握する体制とする。

④ 当企業集団の取締役及び使用人の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ. 当社は、職務の執行の決定が適切かつ機動的に行われるよう、常勤の取締役、執行役員及び事業部長で

構成する経営会議において、取締役会での決議事項以外の重要な職務執行に関して審議及び決定し、実
行する。

ロ. 当社の本部長及び事業部長は、法令・定款、社内規程に従い、担当事業部門を管掌する。また、事業部
門ごとに、業務計画を定め、数値目標を設定し、定期的に数値目標の達成度を検証するとともに、業務
執行の状況を取締役会へ報告する。

ハ. 当社は、業務分掌、職務権限等の社内規程を整備し、各役職者の権限及び責任の明確化を図り、適正か
つ効率的な職務が行われる体制を構築する。

ニ. 子会社の職務の執行が効率的に行われることを確保するため「関係会社管理規程」に基づき、子会社か
ら定期的に報告を受ける。

ホ. 当社は、取締役会の諮問機関として任意の指名諮問委員会及び報酬諮問委員会を設置し、取締役の指
名・報酬等に関する手続きの透明性・客観性を強化する。

⑤ 当企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ. 当社は、「関係会社管理規程」に基づき関係会社に取締役（監査等委員である取締役を除く。）又は使

用人を派遣し、子会社の経営内容を把握するとともに、定期的・継続的に子会社から報告を受ける体制
とする。

ロ. 当社の監査室は、「内部監査規程」に基づき、子会社を内部監査の対象とし、監査の結果については、
当社の代表取締役社長に報告する。また、必要と判断される場合には、取締役会及び監査等委員会に対
して直接報告を行うことができる。

⑥ 監査等委員会の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性確保
に関する事項

イ. 監査等委員会が職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、その職務を補助するための従業員
を置くことができる。

ロ. 当該従業員の職務執行の独立性を確保するため、任命・異動・評価・懲戒については、監査等委員会の
同意を得る。

ハ. 当該従業員の職務執行は、監査等委員会に係る業務を優先して行う。
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⑦ 企業集団の取締役・監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が監査等委員会に報告をするた
めの体制

イ. 当企業集団の役職員が直接又は間接的に、会社に著しい損害を及ぼす事実や、法令又は定款に違反する
行為を発見したときは、直ちに当社監査等委員会に報告する。

ロ. 当社の監査等委員会へ報告を行った企業集団の役職員に対し、当該報告をしたことを理由として不利益
な取扱いを行うことを禁止する。

ハ. 当社の監査等委員である取締役は、取締役会、経営会議その他社内の重要な会議に出席し、経営上の情
報について適時報告が受けられる体制とする。また、監査等委員会が必要と判断したときは、いつでも
取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人に対して報告を求めることができる。

⑧ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
イ. 当企業集団の役職員は、当社監査等委員会の要請に応じて必要な報告及び書類の提供を行う。
ロ. 監査等委員会は、監査の実施にあたり必要と認めるときは、弁護士、公認会計士その他の外部専門家を

独自に起用できる。
ハ. 監査等委員会は、内部監査部門からその監査計画及び監査結果について定期的に報告を受け、必要に応

じて調査を求めることができる。
ニ. 監査等委員である取締役の職務の執行について必要な費用の前払又は償還の手続きその他の当該職務の

執行について生ずる費用又は債務の処理については、職務の遂行に必要ではないと認められた場合を除
き、速やかに当該費用又は債務処理をする。

⑨ 反社会的勢力排除に向けた体制
　当企業集団は、反社会的勢力には毅然とした態度で臨み、不当・不正な要求に対しては、警察や弁護士等
の外部の専門機関と連携し、一切の関係を遮断する。

⑩ 財務報告の信頼性を確保するための体制
　当社は、財務報告の信頼性を確保するため、法令等に従い、財務報告に係る内部統制を整備、運用し、そ
れを評価する体制を構築する。

(5) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。
①　内部統制システム全般に対する取組み

　当社は2023年６月29日開催の取締役会において、「内部統制システム構築に関する基本方針」を改定し
ております。また、内部統制監査によるモニタリングを通じ、法令及び定款違反の発生又は発生のおそれが
ある場合には、厳正な調査を実施して改善・再発防止を図っております。
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②　コンプライアンスに対する取組み
　「オーテックグループ役職員行動規範」を配布し、すべての役職員が基本ルールに則って行動するよう周
知徹底を行うとともに、全社員を対象としたｅラーニングによる研修を実施しております。また、倫理委員
会を開催し、内部通報制度の運用状況の確認と問題の早期発見・改善に努めております。

③　職務執行の適正性及び職務の執行が効率的に行われることに対する取組み
　定例取締役会及び必要に応じて開催される臨時取締役会のほか、常勤の取締役、執行役員及び事業部長で
構成する「経営会議」を毎月１回開催し、経営上の重要事項に関する迅速な意思決定及び取締役（監査等委
員である取締役を除く。）の職務執行の監督を行っております。また、取締役の指名と報酬に関する決定プ
ロセスの透明性・客観性を確保するため、社外取締役を委員長とした「指名諮問委員会」及び「報酬諮問委
員会」を設置しております。「指名諮問委員会」及び「報酬諮問委員会」は、取締役会の諮問機関として、
指名及び報酬に関する事項について審議を行い、取締役会に答申を行っております。このほか、アンケート
調査による取締役会の実効性評価を実施しており、抽出された課題については取締役会で共有を行っており
ます。

④　損失の危険の管理に対する取組み
　「リスク管理規程」に基づきリスク管理体制の検証を行い、取締役会や経営会議においてリスクの把握と
対策を検討して適切な対応に努めております。また、「関係会社管理規程」に基づき、当社の取締役（監査
等委員である取締役を除く。）又は幹部社員を子会社に派遣して業務執行の監督を行っております。このほ
か、情報セキュリティ事故を防止する目的から、全社員に「ＰＣ・モバイル利用ハンドブック」を配布し、
情報セキュリティや個人情報保護などに関するｅラーニング教育を実施しております。重大な災害や事故等
の発生に備え、安否確認システムを利用した災害発生地域の社員確認手段を整備しており、事業継続体制の
維持・向上に努めております。さらに、気候変動への対応として、TCFD（気候関連財務情報開示タスクフ
ォース）の提言に基づき、リスクや機会の分析を進めております。

⑤　監査等委員会の監査が実効的に行われることに対する取組み
　監査等委員である取締役は、取締役会や経営会議等の重要な会議への出席を通じて取締役（監査等委員で
ある取締役を除く。）から業務執行の報告を受け、その意思決定の過程や内容についての監督を行っており
ます。また、監査等委員会は、内部監査部門や会計監査人との日常的なコミュニケーションのもと、それぞ
れから監査の報告を受けるとともに、経営執行に対する監査を独自に行い、監査を実効的に実施する体制を
構築しております。

(6) 株式会社の支配に関する基本方針
　当社は、2024年５月13日開催の当社取締役会において、以下のとおり、当社の財務及び事業の方針の決定を
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支配する者の在り方に関する基本方針を決定いたしました。
①　基本方針の内容の概要

　上場会社である当社の株式は、株式市場を通じて多数の株主、投資家の皆様による自由な取引が認められ
ており、当社の株式に対する大規模な買付等がなされた場合に、当該買付等に応じるか否かは、最終的には
株主の皆様の自由な意思により判断されるべきであると考えております。
　しかしながら、株式の大規模な買付行為や買付提案の中には、その目的等からみて企業価値ひいては株主
の共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれのあるものな
ど、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないものも存在します。
　このため、当該大規模買付行為等が、当社の企業価値ないし株主の皆様共同の利益に及ぼす影響を株主の
皆様に適切にご判断いただくためには、大規模買付者からの必要かつ十分な情報の提供が必要不可欠です。
そして、その判断を適確に行うためには、大規模買付者からの情報にとどまらず、大規模買付者の提案内容
等を当社取締役会が評価・検討した結果を株主の皆様に提供することが必要と考えております。
　そこで、当社は、①大規模買付者に株主の皆様がその是非を判断するために必要かつ十分な情報の提供を
求めるとともに、②当社取締役会として、当該大規模買付者の提案内容が当社の企業価値ないし株主の皆様
の共同の利益にどのような影響を及ぼすか、また、大規模買付者の提案内容に対する経営方針等の当社取締
役会としての代替案を提供するとともに、必要に応じて、大規模買付者と当社の経営方針等に関して交渉又
は協議を行うこととし、③これらを踏まえ、株主の皆様が大規模買付行為等の是非を判断するために必要な
時間を確保することを目的として、本方針に基づく手続を定め、大規模買付行為等があった際には、適切な
措置を講じてまいります。

②　基本方取組みの具体的な内容の概要
イ．基本方針の実現に資する特別な取組み

ａ．当社の経営の基本方針
　当社グループは、建築物の自動制御システムの設計・施工・メンテナンス（保守）並びに建設設備関
連の管工機材及び環境関連機器の販売を通じて建物環境の快適性、利便性を図り、社会に貢献すること
を基本理念とし、次の３つの経営理念を掲げております。
①　信頼～未来を支える共感～
　取引先、従業員、地域社会などあらゆる関係先との誠実なコミュニケーションを通じて、ステークホ
ルダーとの信頼関係を築きます。「信頼」は、私たちの事業の基盤であり、未来を支える共感の源泉で
す。
②　進取～革新的な未来への挑戦～
　新たなアイデアや革新的なアプローチを常に追求します。高い技術力と優れたサービスを提供するこ
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とで、お客様の課題を解決し、価値を創造します。「進取」は、私たちの事業の原動力であり、革新的
な未来への挑戦の姿勢です。
③　創意～個々の成長と社会の豊かさの提供～
　従業員の新たな創造力を発揮させることで、会社の成長を実現します。また、会社の成果を社会に還
元することで、ゆとりある生活の実現に貢献します。「創意」は、私たちの事業の目的であり、個々の
成長と社会の豊かさの提供の手段です。
　この経営理念のもとに、「株主」、「取引先」、「従業員」等あらゆるステークホルダーの期待に応
えるべく最善の経営努力を続けております。そのために、当社は、顧客が要求する製品の品質を確実に
実現するため、引き続き技術力の向上と販売体制の継続的改善を図ることで社会に貢献していく所存で
あります。

ｂ．中長期的な当社の経営戦略
　当社グループでは、第78期から第80期（2026年３月期から2028年３月期）にわたる第４次中期経
営計画を策定しており、第３次中期経営計画の成果を踏まえつつ、経営基盤のさらなる強化と事業成長
に向けた取り組みを推進してまいります。特に、持続的な企業価値向上を図るため、各種施策の実行力
を高め、競争力の強化に努めていく方針です。
①　エンゲージメント強化（人的資本経営）
②　DX推進による生産性向上
③　コーポレートガバナンスの強化
　また、セグメントごとの中期経営戦略は、以下のとおりであります。
環境システム事業
①　ソリューションの提供による建物環境の最適化
②　カーボンニュートラルに貢献する製品・サービスの提供とZEB推進への取り組み
③　特殊プロジェクトへの取り組み
管工機材事業
①　提案営業による事業領域の拡大と深耕
②　多様な商品供給による持続可能で安定的な社会の実現
③　ワンストップサービス体制の推進と成長

ｃ．コーポレート・ガバナンスに関する取組み
　当社は、ステークホルダーの期待に応えるべく、企業収益の拡大と事業基盤の強化を図るとともに、経
営の透明性を高め、企業倫理の徹底を果たすことが企業価値の向上につながると考えており、コーポレー
ト・ガバナンスの充実に取り組んでまいります。
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　また、当社は、最新のコーポレートガバナンス・コードを踏まえながら、コーポレート・ガバナンスの
強化に取り組んでおります。当社のコーポレート・ガバナンス体制の詳細につきましては、当社のコーポ
レート・ガバナンスに関する報告書をご参照ください。
ロ．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止す
るための取組み
　当社は、2024年５月13日開催の取締役会において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の
在り方に関する基本方針を決定するとともに、会社支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって
当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みとして、当社株式の大規模買
付行為等への対応方針（買収への対応方針）（以下「本プラン」といいます。）を導入し、2024年6月
26日開催の当社第76回定時株主総会において株主の皆様のご承認を経た上で、これを継続しており、有
効期間は、第76回定時株主総会の終結の時から2027年6月開催予定定時株主総会の終結の時までとなり
ます。
　本プランの全文及び詳細につきましては、2024年5月13日付当社プレスリリース「当社株式の大規模
買付行為等への対応方針（買収への対応方針）の導入に関するお知らせ」に記載しておりますのでご参照
ください。
③　上記②の取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由
　上記②イ．記載の取組みは、当社の中長期的な企業価値ひいては株主共同の利益を向上させるための具
体的な方策であるため、上記①の基本方針に沿うものであり、株主共同の利益を損なうものではなく、会
社役員の地位の維持を目的とするものでもありません。
　また、上記②ロ．記載の取組みも、以下のとおり、上記①の基本方針に沿うものであり、株主共同の利
益を損なうものではなく、会社役員の地位の維持を目的とするものでもありません。
　イ．本プランが、買収への対応方針に関する指針等の趣旨を踏まえたものであること。
　ロ．本プランが、株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること。
　ハ．本プランが、株主意思を直接的に反映するものであること。
　ニ．本プランが、独立性の高い社外者の判断を重視していること。
　ホ．本プランが、デッドハンド型及びスローハンド型の対応方針ではないこと。

(注) 本事業報告中の記載金額及び株式数は特段の注記がない限り、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。また、比率は表示単位未
満の端数を四捨五入して表示しております。
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〈ご参考〉コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

〈ご参考〉コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、ステークホルダーの期待に応えるべく、企業収益の拡大と事業基盤の強化を図るとともに、経営の透明
性を高め、企業倫理の徹底を果たすことが企業価値の向上につながると考えており、コーポレート・ガバナンスの
充実に取り組んでまいります。
　また当社は、監査等委員会設置会社の制度を採用しており、取締役会による業務執行の状況の監督及び監査等委
員会による監督機能の強化により、コーポレート・ガバナンスの一層の充実を図ってまいります。

【コーポレート・ガバナンス体制】

株主総会

取締役会

監査
監督

連携

会計監査 会
計
監
査
人

報告
選定
解職

代表取締役社長

指示

指示
監督

内部監査

経営会議

各部門・子会社

倫理委員会 報告

報告

選任・解任 選任・解任 選任・解任

報告

監査室報告

解任

連携

連携

相談

助言

監査等委員会
取締役（監査等委員）

取締役
（監査等委員以外の取締役）

顧
問
弁
護
士

報告
相談

指名諮問委員会

報酬諮問委員会

諮問

答申

諮問

答申

報告
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連結貸借対照表

▶▶▶ 連結計算書類

連結貸借対照表（2025年3月31日現在） (単位：千円)

科　　目 金　　額  科　　目 金　　額

（資産の部） （負債の部）
流動資産

現金及び預金

受取手形・完成工事未収入金等

電子記録債権

売掛金

有価証券

未成工事支出金

商品及び製品

原材料及び貯蔵品

その他

貸倒引当金

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物

土地

リース資産

建設仮勘定

その他

無形固定資産

のれん

リース資産

その他

投資その他の資産

投資有価証券

退職給付に係る資産

その他

貸倒引当金 　

21,555,712

8,733,738

5,097,214

3,371,362

2,085,280

500,000

139,056

853,213

773,919

219,476

△217,550

13,115,291

3,911,289

1,546,233

1,589,236

227,465

344,098

204,255

1,342,308

954,139

5,596

382,572

7,861,693

6,297,294

466,320

1,731,624

△633,546　

流動負債 10,047,304
支払手形・工事未払金等 1,223,393
電子記録債務 3,430,644
買掛金 987,280
短期借入金 1,306,708
リース債務 55,762
未払法人税等 1,048,935
未成工事受入金 185,359
賞与引当金 443,730
役員賞与引当金 150,509
完成工事補償引当金 24,106
製品保証引当金 4,079
事業整理損失引当金 19,224
その他 1,167,571
固定負債 1,721,486

長期借入金 329,676
リース債務 358,297
繰延税金負債 438,858
再評価に係る繰延税金負債 70,869
役員退職慰労引当金 45,005
役員株式給付引当金 41,900
退職給付に係る負債 130,235
その他 306,644
負債合計 11,768,791

（純資産の部）
株主資本 20,953,020
資本金 599,400
資本剰余金 694,300
利益剰余金 20,193,030
自己株式 △533,711
その他の包括利益累計額 1,425,243
その他有価証券評価差額金 1,780,243
土地再評価差額金 △368,481
退職給付に係る調整累計額 13,481
非支配株主持分 523,948
純資産合計 22,902,212

資産合計 34,671,003 負債純資産合計 34,671,003
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連結損益計算書

連結損益計算書（2024年4月1日から2025年3月31日まで） (単位：千円)

科　　目 金　　額
売上高 31,424,058

売上原価 22,245,631

売上総利益 9,178,427

販売費及び一般管理費 5,153,902

営業利益 4,024,525

営業外収益

受取利息 18,583

受取配当金 104,947

持分法による投資利益 62,334

保険解約返戻金 29,954

その他 33,584 249,404

営業外費用

支払利息 29,584

為替差損 11,497

不動産賃貸費用 5,876

その他 4,963 51,923

経常利益 4,222,005

特別利益

固定資産売却益 594

会員権退会益 900 1,494

特別損失

固定資産売却損 98

固定資産除却損 6,253

減損損失 45,137

事業整理損失引当金繰入額 19,224 70,713

税金等調整前当期純利益 4,152,786

法人税、住民税及び事業税 1,240,899

法人税等調整額 △15,300 1,225,598

当期純利益 2,927,187

非支配株主に帰属する当期純利益 53,047

親会社株主に帰属する当期純利益 2,874,139
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書（2024年4月1日から2025年3月31日まで） (単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2024年４月１日期首残高 599,400 694,300 17,970,923 △654,607 18,610,015

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △652,032 △652,032

親会社株主に帰属する当期純利益 2,874,139 2,874,139

株式給付信託による自己株式の処分 120,896 120,896
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 － － 2,222,107 120,896 2,343,004

2025年３月31日期末残高 599,400 694,300 20,193,030 △533,711 20,953,020

その他の包括利益累計額
非支配
株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
土地再評価
差額金

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

2024年４月１日期首残高 1,474,682 △366,456 65,723 1,173,949 471,751 20,255,716

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △652,032

親会社株主に帰属する当期純利益 2,874,139

株式給付信託による自己株式の処分 120,896
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額） 305,560 △2,024 △52,242 251,293 52,197 303,490

連結会計年度中の変動額合計 305,560 △2,024 △52,242 251,293 52,197 2,646,495

2025年３月31日期末残高 1,780,243 △368,481 13,481 1,425,243 523,948 22,902,212
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貸借対照表

▶▶▶ 計算書類

貸借対照表（2025年3月31日現在） (単位：千円)

科　　目 金　　額  科　　目 金　　額

（資産の部）
流動資産

現金及び預金
受取手形
電子記録債権
完成工事未収入金
売掛金
営業未収入金
有価証券
未成工事支出金
商品
原材料及び貯蔵品
前払費用
その他
貸倒引当金
固定資産
有形固定資産
建物
構築物
機械及び装置
車両運搬具
工具、器具及び備品
土地
リース資産
建設仮勘定
無形固定資産
ソフトウエア
リース資産
その他
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
出資金
破産更生債権等
前払年金費用
投資不動産
敷金及び保証金
その他
貸倒引当金　

17,189,761
6,926,407

527,327
3,080,001
3,801,661
1,549,725

42,173
500,000
117,878
498,471
76,225

154,379
136,615

△221,105
14,045,003
2,943,862
1,054,428

22,213
18,289
34,224
68,226

1,200,235
222,183
324,060
371,145
364,074

5,596
1,474

10,729,995
5,691,345
3,809,007

130
634,200
445,703
28,323

364,458
390,373

△633,546　

（負債の部）
流動負債 8,792,386

支払手形 52,618
電子記録債務 3,225,711
工事未払金 937,621
買掛金 794,702
短期借入金 800,000
リース債務 53,870
未払金 387,489
未払費用 80,114
未払法人税等 940,480
未払消費税等 255,931
未成工事受入金 180,991
預り金 522,965
前受収益 3,783
賞与引当金 416,000
役員賞与引当金 130,000
完成工事補償引当金 10,010
その他 94
固定負債 1,459,952

長期借入金 325,000
リース債務 354,264
繰延税金負債 362,433
再評価に係る繰延税金負債 70,869
役員株式給付引当金 41,900
その他 305,484
負債合計 10,252,338

（純資産の部）
株主資本 19,627,313
資本金 599,400
資本剰余金 707,436
資本準備金 525,000
その他資本剰余金 182,436
利益剰余金 18,848,391
利益準備金 149,850
その他利益剰余金 18,698,541
固定資産圧縮積立金 112,273
別途積立金 14,800,000
繰越利益剰余金 3,786,267
自己株式 △527,914
評価・換算差額等 1,355,112
その他有価証券評価差額金 1,723,593
土地再評価差額金 △368,481
純資産合計 20,982,425

資産合計 31,234,764 負債純資産合計 31,234,764
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損益計算書

損益計算書（2024年4月1日から2025年3月31日まで） (単位：千円)

科　　目 金　　額

売上高

完成工事高 18,054,910

商品売上高 8,446,721 26,501,631

売上原価

完成工事原価 11,629,855

商品売上原価 7,377,094 19,006,949

売上総利益 7,494,681

販売費及び一般管理費 3,803,850

営業利益 3,690,831

営業外収益

受取利息 18,650

受取配当金 107,363

不動産賃貸料 44,935

その他 25,746 196,695

営業外費用

支払利息 26,752

不動産賃貸費用 6,476

その他 4,166 37,396

経常利益 3,850,130

特別利益

固定資産売却益 154

会員権退会益 900 1,054

特別損失

固定資産売却損 98

固定資産除却損 6,253

減損損失 45,137 51,489

税引前当期純利益 3,799,695

法人税、住民税及び事業税 1,081,000

法人税等調整額 △11,518 1,069,481

当期純利益 2,730,213
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書（2024年4月1日から2025年3月31日まで） (単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本準備金 その他資本

剰余金 利益準備金
その他利益剰余金

固定資産
圧縮積立金 別途積立金 繰越利益

剰余金

2024年4月1日期首残高 599,400 525,000 182,436 149,850 113,282 14,300,000 2,207,077 △648,810 17,428,235

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △652,032 △652,032

別途積立金の積立 500,000 △500,000 －

当期純利益 2,730,213 2,730,213

株式給付信託による
自己株式の処分 120,896 120,896

固定資産圧縮積立金の取崩 △1,008 1,008 －

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － － － － △1,008 500,000 1,579,189 120,896 2,199,078

2025年3月31日期末残高 599,400 525,000 182,436 149,850 112,273 14,800,000 3,786,267 △527,914 19,627,313

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

2024年4月1日期首残高 1,437,854 △366,456 1,071,397 18,499,632

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △652,032

別途積立金の積立 －

当期純利益 2,730,213

株式給付信託による
自己株式の処分 120,896

固定資産圧縮積立金の取崩 －

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） 285,739 △2,024 283,714 283,714

事業年度中の変動額合計 285,739 △2,024 283,714 2,482,792

2025年3月31日期末残高 1,723,593 △368,481 1,355,112 20,982,425
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連結会計監査報告書

▶▶▶ 監査報告

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員 公認会計士 櫻　井　　　均業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 海　上　大　介業 務 執 行 社 員

独立監査人の監査報告書
2025年５月23日

株式会社オーテック
　取締役会　御中

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社オーテックの2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計
年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ
た。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社オーテッ
ク及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示して
いるものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の
責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に
従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表
明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま
た、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対し
て意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計算
書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にそ
の他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求め
られている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示すること
にある。これには、不正又は誤謬󠄁による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
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連結会計監査報告書

部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価
し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該
事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬󠄁による重要な虚偽表示がないかどう
かについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、
不正又は誤謬󠄁により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行
い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬󠄁による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施
する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際
して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記
事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業
の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に
関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実
性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。
監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で
きなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも
に、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示
しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するため
に、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査
人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監
査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性
に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準に
まで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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会計監査報告書

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員 公認会計士 櫻　井　　　均業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 海　上　大　介業 務 執 行 社 員

独立監査人の監査報告書
2025年５月23日

株式会社オーテック
　取締役会　御中

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社オーテックの2024年４月１日から2025年３月31日までの第
77期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下
「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係
る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の
責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従っ
て、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま
た、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して
意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等
又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他
の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求め
られている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査人の監査報告書
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会計監査報告書

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することに
ある。これには、不正又は誤謬󠄁による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我
が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を
開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬󠄁による重要な虚偽表示がないかどうか
について合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正
又は誤謬󠄁により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる
場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行
い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬󠄁による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施
する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記
事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の
前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関
する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に
関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくな
る可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかととも
に、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して
いるかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監
査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性
に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準に
まで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告書

監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2024年4月1日から2025年3月31日までの第77期事業年度における取締役の職務の執行を監
査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該
決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況
について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いた
しました。

① 監査等委員会が定めた監査等委員会監査基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制
部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受
け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の
状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交
換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第3号イの基本方針及び同号ロの各取組みについては、取
締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計
監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か
ら「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）
を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じ
て説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

監査等委員会の監査報告書
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監査等委員会の監査報告書

株式会社オーテック　監査等委員会

常勤監査等委員 藤　藁　貴　夫 ㊞
監 査 等 委 員 酒　井　昌　弘 ㊞
監 査 等 委 員 小　池　德　子 ㊞

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
三 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに

関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
四 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針につい

て、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第3号ロの各取組
は、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役
員の地位の維持を目的とするものではないと認めます。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年５月27日

（注）監査等委員 藤藁貴夫、酒井昌弘及び小池德子は、会社法第2条第15号及び第331条第6項に規定する社外取締役であり
ます。

以　上
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トピックス

▶▶▶ TOPICS

TOPICS１CDP2024 気候変動質問書評価結果について
　当社は、国際環境非営利団体*CDPが実施するCDP2024の気候
変動質問書において、C評価を取得いたしました。CDPの評価は、
投資家をはじめとする多くのステークホルダーにとって、企業の環
境対応の透明性と取り組みの指標として活用されています。
　今回の評価結果を受け、当社は温室効果ガス排出量の削減目標の
達成に向けた具体的な対策を推進するとともに、サプライチェーン
全体の環境負荷低減に向けた取り組みを強化してまいります。ま
た、気候変動に関する情報開示の充実を図り、ステークホルダーと
の対話をより深めていく方針です。
　当社は、持続可能な社会の実現に向けて、環境経営のさらなる向
上を目指し、責任ある企業活動を推進してまいります。
*CDP … CDP(Carbon Disclosure Project)は､2000年に英国で設立された国際的な環境NGOです｡

世界中の機関投資家と連携し､企業に対して気候変動､水､森林に関する情報開示を要請して
います。

TOPICS２2025年サステナビリティ評価で「ブロンズメダル」を取得
このたび当社は、国際的なサステナビリティ評価機関である

EcoVadis社（本社：フランス）の2025年評価において、「ブロ
ンズメダル」を取得いたしました。本評価により、当社は評価対象
企業全体の上位35％に位置付けられています。

EcoVadis社は、企業の「環境」「労働と人権」「倫理」「持続
可能な資材調達」の4分野における取り組みを総合的に評価する機
関であり、185カ国・250業種・15万社以上を対象に、国際的な
基準に基づく審査を実施しています。

近年、EcoVadis社の評価制度は一層の厳格化と精緻化が進んで
おり、2024年にはメダル付与基準が引き上げられ、2025年には
評価スコアの算出方法がより詳細に見直されました。こうした変化
の中にあっても、当社は継続的な改善に取り組み、前回の評価と比
較してスコアを向上させることができました。

当社は今後も、ESG（環境・社会・ガバナンス）への取り組み
を経営の重要課題の一つとして位置付け、事業活動を通じて社会課
題の解決および持続可能な社会の実現に貢献してまいります。
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トピックス

TOPICS３北海道経済産業局
北国の省エネ・新エネ大賞 優秀賞受賞について

　当社は、経済産業省北海道経済産業局主催の「令和6年度 北国の省エネ・新エネ大賞」において、優秀
賞を受賞いたしました。
　本賞は、北海道における省エネルギー・新エネルギーの有効利用、開発、普及に関する取り組みを顕彰
し、それらの推進を図ることを目的としています。
　カーボンニュートラルの実現を目指し、北海道の建物における省エネルギーおよび太陽光発電と空気式
天井放射空調システムによるNearly ZEB化といった取り組みが高く評価され、この度の受賞となりまし
た。
　今後も、省エネルギーと快適性の両立を図り、持続可能な社会の実現に貢献してまいります。

● 各種省エネ技術を導入し、壁面と屋上に太陽光発電を導入することで、北海道内で数少ない
「Nearly ZEB」認証を取得。

●「省エネ・創エネ」と室内環境の「快適性」を両立した積雪寒冷地におけるZEB化の好事例。
● 運用開始後も発電量や使用電力量を分析し、継続した運用改善等に取り組む。

受 賞
ポイント

【優秀賞】  株式会社オーテック

【株式会社オーテック 北海道支店】

経済産業省北海道経済産業局　発表資料より抜粋

【一次エネルギー消費量の削減量】

背
景
「エネルギーの高効率化に傾注したサスティナブル
と快適性」をコンセプトに社屋の移転が決定。

積雪寒冷地を考慮した「壁面太陽光パネ
ル」等を構築し、「Nearly ZEB」を達成。

取
組
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トピックス

TOPICS４スポーツを通じた地域社会貢献活動への取り組み
　当社は、スポーツを通じた地域社会貢献活動を実施しており、今年度は、ベガルタ仙台の「こころもか
らだも元気 Project」 及びFC岐阜の「クラブルーツパートナー」等へ協賛をいたしました。
　「こころもからだも元気 Project」は、宮城県内で主に高齢者を対象とした介護予防健康体操教室を実
施し、地域の皆様の健康増進をサポートする取り組みです。
　また、「クラブルーツパートナ
ー」への協賛では、FC岐阜が運営す
るサッカースクールの支援に繋が
り、子どもたちがサッカーを通じ
て、努力の大切さやチームワークを
学ぶ機会を提供しています。
　当社は今後も、スポーツを通じた
地域社会の活性化と社会貢献活動へ
の取り組みを続けてまいります。

© VEGALTA SENDAI © FC GIFU

「こころもからだも元気 Project」
介護予防健康体操教室

「クラブルーツパートナー」
サッカースクール

TOPICS５「健康経営優良法人 2025」に認定されました
　当社は、経済産業省と日本健康会議が共同で運営する健康経営優良法人認定制度において、2年連続で
「健康経営優良法人 2025（大規模法人部門）」に認定されました。
　当社は、社員がこころ豊かに健康で生産性高く働けることが企業の成長の基盤であると考え、いきいき
と安全で安心して働ける労働環境をつくるという基本姿勢のもと「健康経営宣言」を掲げ、健康経営を推
進しています。従業員の健康増進により、健康的な働き方の実現と仕事の効率化、ワークエンゲージメン
トの向上を図り､「社員がいきいきと働ける職場環境の実現」を目的として､ 健康経営を推進していきます｡
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株主メモ

事業年度 毎年４月１日から翌年３月31日まで 〔株式に関する各種お手続き〕

１. 株券電子化に伴い、株主様の住所変更、単
元未満株式の買取請求その他各種お手続き
につきましては、原則、口座を開設されて
いる口座管理機関（証券会社等）で承るこ
ととなっております。口座を開設されてい
る証券会社等にお問合せください。株主名
簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取扱
できませんのでご注意ください。

２. 特別口座に記録された株式に関する各種お
手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀行
が口座管理機関となっておりますので、左
記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託
銀行）にお問合せください。なお、三菱
UFJ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎい
たします。

３. 未受領の配当金につきましては、三菱UFJ
信託銀行本支店でお支払いいたします。

定時株主総会 毎年６月

基準日

定時株主総会　毎年３月31日

期末配当金　　毎年３月31日

中間配当金　　毎年９月30日

単元株式数 100株

株主名簿管理人
三菱UFJ信託銀行株式会社

特別口座の口座管理機関

同連絡先

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
東京都府中市日鋼町1－1
電　話 0120－232－711（通話料無料）
郵送先 〒137－8081 新東京郵便局私書箱第29号
　　　 三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

公告方法

電子公告
https://www.o-tec.co.jp/
（ただし、事故その他のやむを得ない事由によって電子公告をする
ことができない場合は、日本経済新聞に掲載いたします。）

上場証券取引所 東京証券取引所スタンダード市場

証券コード 1736

ホームページのご案内 当社ホームページでは、事業内容のご紹介から、商品・施工事例のご案内、
IR情報に至るまで様々な情報を掲載しております。是非ご活用ください。

https://www.o-tec.co.jp/

株主メモ
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裏表紙

株主総会会場ご案内図

開催場所が昨年と異なりますので､「株主総会
会場ご案内図」をご参照のうえ、お間違えの
ないようご注意ください。

蔵 前 橋 通 り 至 千葉→

至 千葉→

錦糸小

北 斎 通 り

東武ホテル
レバント

東京

四
ツ
目
通
り

くすりの
福太郎

地下鉄出口

東
京
メ
ト
ロ

半
蔵
門
線
錦
糸
町
駅

交
番

日暮里行バス停

ファミリーマート

松屋

オリナス

錦
糸
公
園

ＪＲ総武線　錦 糸 町 駅

太平１ 太平４

錦糸公園前

←至 東京･新宿

大
横
川
親
水
河
川
公
園

ガスト 吉野家セブン
イレブン

スーパーホテル＆
ローソン

バーガーキング

すみだ
トリフォニー

ホール
アルカ

ウェスト
アルカ

セントラル

２Ｆ
ファミリーマート

アルカキット
アルカ

イースト

3F
郵便局

地下鉄３番出口

北口
ロータリー

会 場
東武ホテルレバント東京 ４階「錦」
東京都墨田区錦糸一丁目２番２号
TEL 03－5611－5511

交 通

ＪＲ総武線 「錦糸町」駅下車
北口ロータリーを出て北斎通りを東京方面へ …… 徒歩 約３分

東京メトロ半蔵門線 「錦糸町」駅下車
３番出口より地上に出て北斎通りを東京方面へ …… 徒歩 約３分
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